
指定管理者選定委員会における候補者の選定結果概要 
 

                                                    （課名：中小企業支援課） 

１ 施 設 名        滋賀県立草津ＳＯＨＯビジネスオフィス 

２ 施 設 の 概 要        

敷地面積  632.89㎡   延床面積 632.89㎡   
施設構造  エルティ932 鉄骨鉄筋コンクリート造 地下1階地上18階建の４階部分を

賃借 

施設内容   
（所在地）草津市大路１－１－１ エルティ932 ４階 
（設置目的）ＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）による事業展開の支援 
（設置年月）平成15年４月 

３ 
 
募 
集 
概 
要 

募 集 方 法         公募 

募集要項配布期間         令和３年８月１０日 ～ 令和３年９月３０日 

申 請 受 付 期 間        令和３年８月１０日 ～ 令和３年９月３０日 

 
募
集 
内
容 
 

指 定 期 間        令和４年４月 １日 ～ 令和７年３月３１日（３年間） 

管理業務内容       

（１）施設の提供に関する業務 
（２）ビジネスオフィスの施設の維持管理に関する業務 
（３）ビジネスオフィス入居者の支援等に関する業務 
（４）その他ビジネスオフィスの設置の目的を達成するために必要な業務 

管理料参考額        12,867,000円 （消費税および地方消費税を含む。） 

４ 応 募 状 況        

 

 
 
 
 
 

申 請 者 グループの構成 
（グループ申請の場合） 

 
 
 
 
 

所在地   名  称 

草津市西大路町２番２
号 

株式会社テナントショップ  

大津市打出浜２－１ 
コラボしが21内 

公益財団法人滋賀県産業支
援プラザ 

 

草津市草津３丁目13番
47号 

Seif 

代表団体：株式会社アダムス
セキュリティ 
構成団体：株式会社メディア
エージェンシー 

                                 合計３者 

５ 
 

審
査
の
概
要
お
よ 
び 
結
果 

審 査 方 式        

滋賀県商工観光労働部指定管理者選定委員会において、応募者からの申請書類の審
査やヒアリングを実施し、審査基準に基づきあらかじめ定めた審査内容ごとに採点を
行い、その結果に加えて、事業計画の内容や計画実行の能力等、指定管理者としての
適確性を総合的に判断し、候補者として選定する。 

選定委員会委員        
   ＊委員長 
(50音順､敬称略) 

岡本 哲弥 （滋賀大学経済学部 教授） 
田畑 一佳 （一般社団法人滋賀県中小企業診断士協会 会長） 

＊辻田 素子 （龍谷大学経済学部 教授） 
 橋本 元気 （株式会社日本政策金融公庫 大津支店 支店長） 

向山 忠宏  (独立行政法人中小企業基盤整備機構 近畿本部 
企業支援部 支援推進課 課長) 

審 査 基 準         別紙参照  

審 査 経 過        

第１回滋賀県商工観光労働部指定管理者選定委員会 
 (開催日) 令和３年７月16日 
 (内 容) 募集要項および審査基準の検討・策定、現地視察 
第２回滋賀県商工観光労働部指定管理者選定委員会 
 (開催日) 令和３年10月12日 
 (内 容) 申請者からのヒアリング・審査・候補者の選定 



 

審 

 

査 

 

結 

 

果 

指定管理者の

候補者 
Seif 

評価結果、選

定理由、選定

委員会の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価結果】 

○選定基準に基づく採点結果 

 

申請者 選定基準１ 選定基準２ 選定基準３ 選定基準４ 合 計 

 
Seif 適 30.0 17.8 24.6 72.4 

Ａ 適 25.4 17.4 23.4 66.2 

Ｂ 適 28.0 17.0 26.2 71.2 

      

                                  ※点数は各委員の平均値     （５００点満点） 

 ○各委員の採点結果  

 

  申 請 者   Ａ委員  Ｂ委員  Ｃ委員  Ｄ委員  Ｅ委員  合計  平 均 値 

 
Seif 77 75 66 64 80 362 72.4 

Ａ 55 65 71 60 80 331 66.2 

Ｂ 71 72 62 68 83 356 71.2 

        

○提示額一覧表 

 

 

 

 

申 請 者 提 示 額 
 

 

 

 

Seif 12,867,000 円 

Ａ 12,867,000 円 

Ｂ 12,867,000 円 

【選定理由】 

申請者の事業計画等を審査した結果、事業計画の内容が、ビジネスオフィスの効用

を最大限に発揮させるものであることが特に高く評価された。また県民の公平な利用

の確保、管理経費の縮減および安定した管理運営能力などの選定基準を全て満たして

いると判断され、各委員の採点を合計した点数が最も高い申請者となったSeifを指定

管理者の候補者として選定した。 

 

【指定管理者選定委員会の概要】 

（選定委員会での主な意見等） 

・若手経営者異業種交流会「わかば会」や商工会議所青年部などの人脈を活用するこ

とで、地域の経営者が創業を支援するという新しいモデルが構築可能。 

・一方で、県が運営する施設であるため、周辺地域に留まることなく、幅広い地域や

業種に向けた支援を期待したい。 

・事業実施に際しては、県と十分に協議を重ね、実施方法や時期についても検討をい

ただきたい。 

 

 上記の結果、Seifを指定管理者の候補者として選定した。 

 



・ 広く県民に入居の機会が与えられているか

・ 入居者の選定にあたっては公平性が確保されているか

・ 施設の設置目的を理解しているか

・ 創業支援事業は適切か

・ 利用促進策、利用者増への取組は適切か

（管理運営目標：入居率80％以上、入居時と比較し、退居時点で売上増など事業拡大した企業数の割合50％以上）

・ 積極的かつ効果的な自主事業の提案等、利用料金増収に向けた取組があるか

・ 退居企業の県内定着に向けた取組

・ 地域、関係機関等との連携が図られているか

・ 施設の広報に対する取組は適切か

・ 入居者の満足度および利便性保持のための取組内容は適切か

・ 利用料金の設定は適切か

・ 入居者の意見や苦情等の把握は適切か

・ 募集要項に示した内容への提案は適切か

・ 求めている実施水準が事業計画書で提案されているか（事務局が確認）

・ 施設管理、安全管理は適切か

・ 外部委託がある場合、それは適切であるか

・ 県が示した管理料の参考額の範囲内であるか

・ 事業内容に対して提案額は妥当なものか

・ 管理経費の縮減が図られているか

・ 応募者間での経費見積額の比較

・ 収入、支出の積算と事業計画の整合性は図られているか

・ 収支計画の実現可能性はあるか

・ 職員体制は十分か

・ 職員の指導育成、研修体制は十分か

・ 個人情報の保護が図られているか

・ 情報公開への対応は適切か

・ 環境への配慮がなされているか

・ 人権等に配慮した業務の遂行が可能か

・ 防災、防犯その他の緊急時への対応、体制は適切か

・ 施設の活性化等に向けた積極的な提案があるか

100

（参考）15点満点の場合：　15～13点 良い　12～10点 やや良い　９～７点 普通　６～４点 やや悪い　３～０点 悪い

　　　　 5点満点の場合：　　 5点　　　　　　4点　　　　　　　　3点　　　　　　2点　　　　　　　1～0点

・審査基準および配点に基づく、指定管理者の候補者の決定は、以下のア～ウの順に行うことを原則とする。
　　ア　各委員の採点を合計した点数が最も高い申請者
　　イ　最も高い採点をした委員の数が最も多い申請者
　　ウ　審査項目中「施設の管理運営に係る経費の縮減」に関する委員の採点を合計した点数が最も高い申請者

滋賀県立草津ＳＯＨＯビジネスオフィス指定管理者審査基準

審査基準
(条例第11条第2項)

審査項目 審査内容 配点 確認する書類

確保されない場合は
失格

・事業計画書
　（基本方針等）

2 事業計画の内容が、ビジネスオフィ
スの効用を最大限に発揮させるもの
であること
（第２号関係）

施設の設置目的および県が示した管理
の方針との整合性

40

・事業計画書
　（基本方針等）
　（事業等の実施計画)
　（利用料金に関する
　　考え方）
　（管理運営体制）
　（その他）
・収支計画書

施設の設置目的を達成するために必要
な専門性が確保されているか

・
事業実施にあたり相当の知識および経験を有する者（インキュベーションマネージャー）を従事させイ
ンキュベーション施設の運営に関して専門的技術を確保できているか。

1 事業計画の内容が、県民の公平な利
用を確保することができるものであ
ること
（第１号関係）

公平な利用を図るための具体的手法お
よび期待される効果

・ 類似事業（中小企業の創業支援等）を行った実績はあるか

関係法令遵守の為の方針および能力

安定的な運営が可能となる経済的基盤

・ 法人等の財務状況は良好か

3 ・事業計画書
　（事業等の実施計画）
・収支計画書

収支計画の内容、適確性および実現の
可能性

・ 県が示した管理の方針と事業者が提案した運営方針が合致するか

入居者の増加を図るための具体的手法
および期待される効果

施設利用上のサービスの向上を図るた
めの具体的手法および期待される効果

施設の維持管理の内容、適確性および
実現の可能性

事業計画の内容が、ビジネスオフィ
スの管理に係る経費の縮減が図られ
るものであること
（第３号関係）

施設の管理運営に係る経費の縮減

25

上記項目に掲げる事項の他、特に公の
施設を、創意工夫を活かし、効果的か
つ適切に管理する積極的な取組がある
場合

4 事業計画に沿った管理を安定して行
う能力を有すること（第４号関係）

        10点満点の場合：　10～９点 　　　８～７点 　　　　　６～５点 　　　４～３点 　　　　　２～０点 

合計

・事業計画書
　（基本方針等）
　（事業等の実施計画)
　（利用料金に関する
　　考え方）
　（管理運営体制）
　（その他）
・収支計画書
・財務諸表
・団体概要書

安定的な運営が可能となる人的能力

25

・ 職員採用、確保の方策は適切か

類似事業（中小企業の創業支援を含
む）の運営実績

良好でない場合は失
格

10


